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当企業団は、大阪府水道部として昭和 26 年に給水開始以来、現在までに 60 年余り

の歳月が経過し、本格的な施設更新の時代を迎えています。特に村野浄水場をはじめと

する主要な浄水場、送水管、ポンプ場、浄水池が、平成 41 年度までに、順次耐用年数

を経過することとなります。 

このような状況の中、当企業団では、平成 17 年 3 月に長期的な視点に立って危機管

理対策の強化や機能向上とあわせて、効率的に老朽化施設の改良更新を進めるための

「長期施設整備基本計画（目標：平成 41 年度）」を策定しました。 

その後、水需要の減少傾向が明らかになり、その需要減の動向に即した効率的な施設

整備を行うため、「長期施設整備基本計画」の見直しを行い、平成 22 年 5 月に「施設

整備マスタープラン（目標：平成 41 年度）」を策定しました。 

このマスタープランでは、企業団が目指すべき５つの将来像とその目標を示す「大阪

広域水道企業団将来構想」を踏まえ、「安全」、「安心」、「連携」を柱とし、施設規模を

縮小するとともに、施設更新についても更なる効率化、重点化を図り、震災時において

も最低限の社会経済活動を維持できる水道システムを構築することとしています。 

マスタープランの策定から５年が経過し、その間、新たな水処理課題への対応や東日

本大震災の被災状況を踏まえた災害対策等が必要になりました。これらの課題への対応

と今後の施設更新をより一層効率的に実施するため、マスタープランを一部改訂しまし

た。また、平成 25 年度に部分的に実

施してきたアセットマネジメントを

体系化し、本格的に実践していくこと

としました。 

今後、マスタープランやその実施計

画となる「中期経営計画 2015－2019」

に基づき事業を実施するとともに、時

代のニーズに柔軟に対応して計画の

内容を適宜検討・評価し、より効率的

な事業実施と安定給水の両立を目指

していきます。 

 

 

 

１．策 定 の 趣 旨 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

各計画の相関図 

施設整備計画

大阪広域水道企業団 将来構想（WATER WAY 2030）

（平成24年3月 策定）

安全

連携

安心

中期経営計画 2015-2019

（第3期中期整備事業、中期経営計画、アクションプラン、エコアクション）
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２．整 備 方 針 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

 

 第３期中期（平成31年度）末で、震災時にも60万㎥/日（最低限の日常生活を維持）

を供給できる施設更新等を推進。 

第５期中期（平成41年度）末で、100万㎥/日相当（最低限の社会経済活動を維持）

を供給できる施設更新等を推進。 

 100万㎥/日相当を上回る部分の施設については、耐震補強等による既存施設の有効

活用を図り、水需要の動向を見極めつつ次期長期計画策定時に更新計画を検討。 

 市町村水道への安定給水強化のために、市町村連携事業を推進。 

 

 

 

整備効果が段階的に発揮できる計画 

（主要な系統（あんしん水道ライン）を定めた更新） 

 

１）効率的・段階的な施設更新 
    （アセットマネジメントの実践） 

２）災害に対する安全性の強化 

３）市町村水道との連携強化 

施策のポイント 

４）新たな課題への取組み 

（１）新たな水処理課題への対応 

（２）東日本大震災による被災状況を踏まえた災害対策  
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１） 効率的・段階的な施設更新（アセットマネジメントの実践） 

～ 水需要に対応した施設規模の縮小・整備効果が段階的に発揮できる 

更新・既存施設の有効活用 ～ 

本マスタープランの策定とあわせて実施した水需要予測※（平成 21 年度）に基

づき、必要となる施設能力の規模を約 150 万㎥/日と設定します。これに伴い、整

備内容についても精査し、段階的な施設更新を行うとともに、施設のダウンサイジ

ング（小規模化）を実現します。 

さらに、アセットマネジメントを実践して、施設の老朽度・劣化度を診断した上

で、耐震補強等により既存施設を有効活用します。 

※平成26年度に実施した水需要予測では、前回予測（平成21年度）結果と大差がなかったため、施設能力規模の見直

しは不要と判断しました。 

＜参考＞平成42年度における企業団の１日最大給水量 154万㎥/日（平成26年度実施 水需要予測）       

               同上            151万㎥/日（平成21年度実施 水需要予測） 

３．施策のポイント（安全・安心・連携を目指す水道） 
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昭和 40 年代から 50 年代の高度経済成長期の水需要急増に対応するために、集中

して建設された施設が、法定耐用年数に達しつつあります。一方、近年の企業団の

一日最大給水量は、人口減少、ライフスタイルの変化、節水機器の開発・普及によ

り減少傾向にあります。 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

実績 推計 

段階的施設更新のイメージ図 

資産取得経過と一日最大給水量 
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震災時においても一定の水量を供給可能となるよう、主要な系統（あんしん水道

ライン）を軸に施設整備を推進します。 

最低限の社会経済活動を 

維持できる水量 

最低限の日常生活を 

維持できる水量 

第３期中期末 

（平成 31年度） 

震災時、事故発生時においてもライフラインとしての役割を果たすため、安定し

た水供給を行う必要があります。 

60 

万ｍ３/日  

100 

万m3/日  

※大阪府水道地震対策基本方策（平成８年９月）における目標応急給水量原単位に基づく。 

２）災害に対する安全性の強化 

  ～ 最低限の社会経済活動を維持できる水の供給 ～ 

阪神淡路大震災・東日本大震災における水道施設の被害状況 

１人１日 

約100ℓ※ 

× × 

第５期中期末 

（平成 41年度） 

600万人 600万人 

１人１日 

約100～250ℓ※ 

応急給水の状況 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

提供：神戸新聞社 提供：神戸市水道局 提供：厚生労働省 
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３）市町村水道との連携強化 

  ～ 市町村水道の広域化支援、安定給水の強化 ～ 

安全で安心できる水を安定的に給水するシステムを構築するため、市町村水道と

の連携をより強化しながら、地域の実情に応じた事業展開を推進します。 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

取水から蛇口までの「水道トータルシステム」 

大 阪 広 域 

水道企業団 
市町村水道 
府内32市９町１村 

連携 

より良い給水システムの構築 

地域の実情に応じた事業展開の推進 

地域特有の課題 
受水分岐の強化 

広域化の支援 

に応じた強化対策 
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（１）新たな水処理課題への取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               庭窪浄水場の水処理フロー 

      

 

（２）東日本大震災による被災状況を踏まえた災害対策への取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）新たな課題への取組み 

  ～新たな水処理課題、東日本大震災による被災状況を踏まえた対策 ～ 

平成６年度に高度浄水施設を導入し、その後もろ過池での厳しい濁度管理や臭

素酸対策等の課題に取り組んできました。 

しかし近年、粒状活性炭からの微粉炭や微小生物の漏出に対する取組みが必要

となってきたことから、浄水処理の最終工程にろ過処理（後ろ過処理）を導入す

ることとします。 

庭窪浄水場では微小生物等の漏出対策の優先度が高いと判断し、先行して後ろ

過施設を整備します。村野浄水場及び三島浄水場では、最適な浄水処理プロセス

の検討を行い、新たな水処理課題に対応した施設更新を検討します。 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

東日本大震災における電力供給事情の悪化を踏まえ、広域停電時や電力不足に

よる計画停電時等においても、最低限の日常生活を維持できる水量を供給できる

ように、主要施設に「非常用自家発電施設」の整備を推進します。 

一方、津波については、「最大クラスの津波（※）」においても、水道施設への直

接的な被害や塩水遡上による取水への影響は生じないことが確認されたため対策

は不要ですが、地震時にも送水機能が維持できるよう、水管橋への落橋防止装置

の設置等、管路の耐震化を継続的・計画的に推進します。 

 
（※）：大阪府発表の南海トラフ巨大地震による最大クラスの津波（平成 25 年 8 月） 
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（１）村野浄水場 浄水施設の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１）効率的・段階的な施設更新（アセットマネジメントの実践） 

～ 水需要に対応した施設規模の縮小・整備効果が段階的に発揮できる 

更新・既存施設の有効活用 ～ 

大阪広域水道企業団の基幹浄水場である村野浄水場は、段階的に整備効果が発揮

できる更新を実施するとともに、新たな水処理課題に対応した施設更新を推進しま

す。マスタープラン目標年度である平成 41年度末までに耐震性を有する施設能力を

80万㎥/日（西系＋階層系）とします。 

【大阪広域水道企業団全体では 100万㎥/日（村野浄水場＋庭窪浄水場）】 

 

平成41年度末 

 

４．具体的な取組み 

○ 平成 31年度末を目標に、震災時にも最低限の日常生活を維持できる水量を供給する
浄水施設等の更新や送水施設（ポンプ場、水管橋、バイパス送水管等）の耐震化を
含めた施設更新を推進します。 

○ 平成 41年度末を目標に、震災時にも最低限の社会経済活動を維持できる水量を供給
する浄水施設の更新や送水施設（ポンプ場、水管橋等）の耐震化を含めた施設更新
を推進します。 
 
これらの取り組みにより、信頼性の高いシステムを構築します。 

現  状 

新たな水処理課題へ対応

した更新をする施設  

 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

 西 系 

 東 系 

 
階層系 

(耐震化済) 

 
 西 系 

 東 系 
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（２）既存施設の有効活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本格的な施設更新を迎えた当企業団では、更新費用の削減、平準化を目的とし、

既存施設を有効に活用します。 

施設の更新に際しては、アセットマネジメントにより法定耐用年数より長い企業

団独自の更新基準年数を施設ごとに設定します。更新基準年数に達した場合も、施

設診断等による老朽度の評価や適切な保守点検・補修・修繕を行い、施設の長寿命

化を図りつつ、効率的に施設全体の安定性向上に資する施設更新・整備を実施して

いきます。 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

施設建設

法
定
耐
用
年
数

更
新
基
準
年
数

機能・老朽度評価により、

施設ごとに更新の必要性

とその規模について検討

日常の

保守・点検

補修・修繕

耐震補強等

機能診断

老朽度診断

更新の

必要性有り

問題
無し

機能面・老朽度

に問題有り

機能評価

老朽度評価

更新

既存施設有効活用のイメージ図 
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（１）主要な系統（あんしん水道ライン）を定めた施設更新 
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磯島
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千里
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富田林 P

長吉

諸口
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藤井寺 P

小野原 P
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7拡

枚岡 P

諸口
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2拡

5拡
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4拡

4拡

6拡

上小阪

マスタープラン
整備対象事業

既 設

浄水場

浄水池

ポンプ場

泉佐野 P

大和川

淀川

万博

庭窪

松原 P

泉北

あんしん水道ライン

２）災害に対する安全性の強化 

～ 最低限の社会経済活動を維持できる水の供給 ～ 

大阪広域水道企業団 あんしん水道ライン図 

「あんしん水道ライン」とは 

府民の皆様に安定した水を

震災時にも供給できるよう

に、整備を優先的に実施する

水道の主要な系統です。 

あん 

しん 

ライン 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

震災等の大規模災害時においても最低限の日常生活や社会経済活動の維持に必要

な水量が供給可能となるよう、主要な系統を「あんしん水道ライン」と定め、段階

的に施設更新・耐震化を推進します。 



 - 10 - 

（２）バイパス送水管の整備、松原ポンプ場の建設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）系統連絡管・非常用自家発電施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災、事故等の緊急時において、浄水場の水を相互に融通し、より柔軟で確実な送

水運用を可能とするため、「系統連絡管」を整備します。 

また、広域停電時にも最低限の日常生活を維持できる水量を送水できるように「非

常用自家発電施設」を整備します。 

系統連絡管・非常用自家発電施設イメージ図 

既存施設の事故時、更新工事時等においても泉北浄水池以南への送水が可能とな

る「バイパス送水管」を整備します。また、バイパス送水管の整備に伴い、非常用

自家発電施設を備えた松原ポンプ場を建設します。 

バイパス送水管イメージ図 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

松原ポンプ場イメージ図 

富田林ポンプ場

泉北浄水池

美陵ポンプ場

（新設）

松原ポンプ場

４拡 ５拡 ６拡

工事対応

災害・事故対応

藤井寺ポンプ場

枚岡ポンプ場

村野浄水場

バ
イ
パ
ス
送
水
管

バイパス送水管

狭山ポンプ場

： 応急給水拠点

淀川

６拡～諸口～庭窪
Φ1200

上小阪～枚岡
Φ1000

万博公園

浄水施設

諸口

上小阪

村野浄水場庭窪～万博
Φ1200

４拡 ５拡 ６拡

２拡 １拡

６拡

庭窪浄水場

枚岡ポンプ場

G

G

G

既設管

系統連絡管

G 非常用自家発電施設
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（４）既設構造物の耐震化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三島

郡家 P

一津屋

枚岡 P

磯島

村野

千里

奈佐原

和泉

富田林 P

長吉

諸口

上小阪

藤井寺 P

小野原 P
郡家 P

5拡

7拡

7拡

枚岡 P

諸口

5拡

4拡

2拡

5拡
6拡

4拡

4拡

6拡

上小阪

泉佐野 P

大和川

淀川

万博

庭窪

松原 P

泉北

あんしん水道ライン

「あんしん水道ライン」上に位置する既設ポンプ場・浄水池・水管橋の耐震化を

推進します。 

既設構造物の耐震化の例 

千里浄水池 

藤井寺ポンプ場 

富田林ポンプ場 

泉北浄水池 

大和川水管橋 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 



 - 12 - 

 

 

（１）広域化の支援 

河南地域の送水システム強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）受水分岐の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当企業団の複数系統の送水管路から市町村の受水分岐に連絡管を接続すること等

により受水分岐の安定性を高め、管路事故時に市町村水道への減・断水の影響を低

減し、タフな水道システムの構築を図ります。 

受水分岐の２系統化のイメージ図 

３）市町村水道との連携強化 

～ 市町村水道の広域化支援、安定給水の強化 ～ 

河南地域では、将来にわたり安定して水道水を供給する方策の一つとして、施設

の共同化や事業統合等の広域化が検討されています。 

当企業団では、地域の状況に配慮し、広域化の進捗にあわせて、貯水機能を兼ね

備えた管路の２重化・ループ化によるバックアップシステムの確立を図ります。 

                            

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

企業団 送水管 ●拡管

企業団 送水管 ■拡管

市町村内への給水

既
設
受
水
分
岐

量水器
受水分岐の２系統化

受水市町村への安定給水強化

新
設
受
水
分
岐

M

富田林ポンプ場

泉北浄水池

美陵ポンプ場

狭山ポンプ場

河南加圧ポンプ場

円明分岐

太子分岐

川野辺分岐

千代田分岐

河南地域の送水システム強化のイメージ図 
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（３）地域の実情に応じた強化対策 

①千里浄水池の耐震化と地域の強化対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②あんしん給水栓の改良 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北大阪地域の主要施設である千里浄水池では、水需要に見合った適正な規模

（48,000㎥）の耐震化を図るため、段階的に耐震構造の浄水池に更新していきます。 

また、千里浄水池の水道水を約60万人に供給している千里幹線は、現在、送水形

態が単一管路であり、かつ耐震性にも課題があるため、貯水機能を兼ね備えた管路

の２重化を図り、より安定した給水を実現します。 

 

あんしん給水栓とは、地震等による

災害により水道施設が被害を受け、給

水が停止した場合、生活用の飲料水や

医療用水等を応急給水するための施設

で、大阪広域水道企業団の送水管路上

には約 500所設置されています。 

応急給水に当たっては、臨時の組み立

て式の応急給水栓を取り付けて地域へ

の給水を行うとともに、給水タンク車

等への給水を行うなどの役割も果たし

ます。 

「あんしん給水栓」とは 

千里浄水池耐震化･千里幹線２重化のイメージ図 

災害時における応急給水拠点となる「あんしん給水栓」については、市町村水道

の意見を踏まえた上で調査を行い、非常時に安全かつ効率的に給水できるように取

出し管を歩道部に変更するなど、改良工事を実施します。 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

あんしん給水栓

マンホール

応急給水拠点

企業団
送水管

マンホール

あんしん給水栓改良のイメージ図 

あんしん給水栓用マンホール 取出し管設置状況 

千里浄水池

寺内分岐

千里幹線バイパス
（新設）

千里幹線
（既設）

千里浄水池
の耐震化



 - 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．施設整備マスタープランの主要事業 

※設備機器更新は、全ての機場で実
施されることから、図中では省略

している。

浄水施設

取水施設・加圧施設

広域浄水池

導水管、連絡管、送水管

マスタープランにおける主な工事

※設備機器更新は、全ての機場で実
施されることから、図中では省略

している。

浄水施設

取水施設・加圧施設

広域浄水池

導水管、連絡管、送水管

マスタープランにおける主な工事

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 

主要事業（マスタープラン）計画図 

磯島取水場◇

取水暗渠・ポンプ更新等

◇市町村連携

河南地域送水システムの強化

あんしん水道ライン

村野浄水場◇

浄水施設の更新

系統連絡管の整備

○庭窪～万博

◇ 送水施設

○６拡～諸口～庭窪

○上小阪～枚岡

◇三島浄水場（万博公園浄水施設）

非常用自家発電施設の整備

◇市町村連携

千里浄水池の耐震化

千里幹線の２重化

あんしん給水栓の改良

受水分岐の強化

◇市町村連携

◇

バイパス送水管の整備
○藤井寺ポンプ場～泉北浄水池

松原ポンプ場新設

送水施設

非常用自家発電施設の整備

庭窪浄水場◇
後ろ過施設の整備
非常用自家発電施設の整備

◇ あんしん水道ライン上の

水管橋の耐震化

◇ あんしん水道ライン上の

既設構造物の耐震化

※設備機器更新は、全ての機場で実
施されることから、図中では省略

している。

浄水施設

取水施設・加圧施設

広域浄水池

導水管、連絡管、送水管

マスタープランにおける主な工事
市町村送配水管
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（１）事業期間     平成１７年度～平成４１年度 

 

（２）概算事業費    約２，９５０億円 

 

（３）施設整備スケジュール 

 

 

 

 

  

第2期中期 第3期中期 第4期中期 第5期中期

H22～H26 H27～H31 H32～H36 H37～H41

取水暗渠・ポンプ更新等（磯島）

浄水施設更新等

取水施設更新等

後ろ過設備整備

非常用自家発電施設整備
（庭窪・万博）

そ
の
他
施
設

あんしん給水栓の改良

市町村連携事業・受水分岐の強化

送
水
系
施
設

バイパス送水管
（新設）

松原ポンプ場
（新設）

系統連絡管
（新設）

既存ポンプ場・浄水池・水管橋
（耐震化）

既設送水管
（更新）

設備機器更新など

整備内容 H42以降

浄
水
系
施
設

村
野
浄
水
場

庭
窪
浄
水
場

設備機器更新など

設備機器更新等継続的に実施する事業

実施内容の詳細が未確定の事業

６．施設整備スケジュール 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 



 - 16 - 

 

 

 

１．経年化資産への対応 

当企業団では、アセットマネジメント部会を設置し、専門家と共に、アセットマネジ

メントに関する検討を実施してきました。 

その結果、既に更新基準年数を過ぎている資産（経年化資産、特に管路が大部分を占

める）が多くあること、今後更新基準年数を経過する施設が増加することから、経年化

資産を更新していくためには、一定の条件のもと、本マスタープランの計画期間以降も

毎年約 150億円の費用が必要であるとの試算を得ました。 

安定給水を続けるためには、アセットマネジメントを実践しながら、必要な資産を適

切な時期に更新していく必要があります。 

特に管路については、現在、更新に先行して代替施設の整備を進めており、代替施設

が確保された後には、更新を本格的に進めていくこととなり、今後詳細な検討が必要と

なります。 

 

 

２．新たな水処理課題への取組み 

新たな水処理課題への取組みとして、庭窪浄水場においては他の浄水場に先行して後

ろ過施設を整備することとしました。村野浄水場、三島浄水場については、最適な浄水

処理プロセスを検討した後に、新たな水処理課題に対応した施設更新について検討する

こととしており、施設の追加に伴う新たな整備費用が必要になることが予想され、今後

詳細な検討が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．今 後 の 課 題 

大阪広域水道企業団 水道用水供給事業 施設整備マスタープラン 
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